
平成30年度一般会計予算を可決（総額1兆2,097億円） 

名古屋市会 

平成 30年 2月定例会の概要①(速報版) 

■発行：名古屋市会 

編集委員会 

■電話番号：972-2094 

○会期：２月19日～３月19日(29日間)  ○市長提出案件：89件、議員提出議案：４件  

■市長提出案件 

 

 

１ 平成30年度予算及び関連議案 

(1)「平成30年度名古屋市一般会計予算」などの予算９件 

 賛成多数により原案どおり可決 

 

(2)「平成30年度名古屋市国民健康保険特別会計予算」などの予算10件 

 全会一致により原案どおり可決 

👉 平成30年度予算の概要は、「平成30年2月定例会の概要②(速報版)」に掲載しています。 

(3)「名古屋市職員定数条例の一部改正について」など７件 

 賛成多数により原案どおり可決 

 

(4)「名古屋市客引き行為等の禁止等に関する条例の制定について」など31件 

 全会一致により原案どおり可決 

●名古屋市客引き行為等の禁止等に関する条例の制定について 

（内  容）公共の場所における客引き行為等の禁止などに関し、必要な事項を定めるものです。 

 (5)「名古屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律第19条第8号の規定により提供することができる特定個人情報の範囲を限定 

する条例の制定について」                賛成少数により否決 

 

 

２ 人事案件 

(1)「教育委員会の委員選任について」            賛成多数により同意 

 

(2)「人権擁護委員の推薦について」     全会一致により異議なき旨の答申議決 

 

  



平成29年度一般会計補正予算（第７号）を可決（総額213億円）  

 

３  平成30年度予算に関係のない案件 

(1)「平成29年度名古屋市一般会計補正予算（第７号）」などの補正予算６件 

 全会一致または賛成多数により原案どおり可決 
（補正予算の主な事項） 

・国の経済対策等に呼応した事業  

待機児童対策として、民間保育所等の整備補助などにより新たに1,402人分の利用枠の確保 など 

・その他  

陽子線治療センターの運営負担金・国直轄道路事業負担金の追加 など 

 

 (2)「名古屋市住宅宿泊事業の実施の制限に関する条例の制定について」など２件 

   賛成多数により原案どおり可決 

●名古屋市住宅宿泊事業の実施の制限に関する条例の制定について 

（内  容）住宅宿泊事業法の制定に伴い、住宅宿泊事業（民泊サービス）の実施を制限する区域及び期間を 

定めるものです。 

(3)「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例の一部改正について」 

など20件                  全会一致により原案どおり可決 

 

(4)「行政財産の使用許可に関する審査請求について」 

 全会一致により異議なき旨の答申議決 

 

■議員提出議案 

１ 「意見書」(４件)               全会一致により原案どおり可決 

・２月定例会では、次の４件の意見書を可決しました。 

○ 救急医療の充実確保に関する意見書 

○ 自動車安全特別会計への繰り戻しに関する意見書 

○ バリアフリー法及び関連施策の見直しに関する意見書 

○ 中小河川における河道掘削等の予算の確保に関する意見書 

※ 意見書の全文は市ウェブサイト(市会情報)でご覧いただけます。  

本紙は速報版です。平成30年５月に発行予定の｢市会だより｣(２月定例会特集号)もぜひご覧下さい。 

この定例会の概要(速報版)は、市ウェブサイト(市会情報)でもご覧いただけます。 

市ウェブサイト(市会情報)〔アドレス http://www.city.nagoya.jp/shikai/〕からお入り下さい。 


